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栃木労働局管内における申告の概要等について 

― 平成２２年の申告件数は大幅減少するもなお過去 2番目の高水準 ― 

 

 栃木労働局（局長 藤井 敏行）は、県下７箇所の労働基準監督署が平成２２年中に取

り扱った申告の概要を、下記のとおり取りまとめました。 

 

 ●申告について（＊１） 

労働基準法等の違反があるとした申告件数            ６２１件（対前年比１７．８％減） 

                             （違反率７６．６％：７％増）） 

 うち、賃金不払に関する申告                 ４２１件（構成比６７．８％） 

                                            （違反率６６．５％：4.9%減） 

            (うち割増賃金不払に関する申告    ９８ 件（34 件減）) 

           対象労働者数              １，０６９人（140 人増） 

     不払金額           ２億９，７３０万円 （797 万円増） 

    解雇に関する申告              １１７件（構成比１８．８％）  

        

(＊１) 申告とは、労働基準法第 104 条等に基づき、労働者が労働者自身の権利の救済等を求めて労

働基準監督署に対し、事業場の行為が労働基準関係法令に抵触している旨の通告を行うこと

をいう。 

 

１ 申告の概要（図１、２参照） 

 労働者から労働基準法等の違反があるとして権利救済等を求めて労働基準監督署に申

告があった件数は、平成２２年１年間において６２１件と前年の７５５件より１３４件

(１７．８％)減少したものの、記録を取り始めて以来、過去２番目の申告受理件数でし

た。 

平成２２年における申告の内容は、「給料日に賃金が支払われない」、「残業代が支払わ

れない」、「退職金が支払われない」等の賃金不払に係る事案が４２１件（構成比６７．

８％）、「３０日前の予告なく又は予告手当の支払いなく突然解雇された」等の解雇の問

題に係る事案が１１７件（同１８．８％）などで、特に賃金不払事案に関しては過去３

番目に多い申告受理件数でした（1位平成 21 年、2位平成 13 年）。 

 業種別に見ると、建設業が１２５件（構成比２０．１％）と最も多く、次いで接客娯

楽１１９件（同１９．１％）、商業８５件（同１３．７％）の順となっています。 
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２ 申告件数の推移（図１参照） 
  県内の労働基準監督署における申告件数の推移は、平成 22 年は減少したものの、図１

のとおり長期的には依然増加傾向となっています。 
 
３ 賃金不払の概要 

（１）各監督署における、平成２２年１月から同年１２月までの間の申告事件に関し、違 

  反が認められ、行政指導を行った賃金不払の件数は２８０件と前年（３９０件）より 

  １１０件減少（対前年比２８．２％減）したが、半面、賃金不払の対象労働者数は１， 

  ０６９人と前年（９２９人）より１４０人（同１５．１％）増加し、賃金不払金額も 

  ２億９，７３０万円と前年（２億８，９３３万円）より７９７万円（同２．８％）増 

  加しました。 

（２）行政指導による解決事例としては、 

① 小売業を退職（懲戒解雇）された労働者の退職金９００万円の不払いについて、 

 行政指導の結果約８割の７８４万円が支払われた。 

② 営業職であることを理由に、残業代を不払いにされていた労働者２名について、 

 行政指導の結果、合計約３２０万円が支払われた。 

（３）司法事件とした事例としては、 

  診療所と老健施設を経営する事業場について、退職金不払いを繰り返し、再三の 

 行政指導にも応じないため、被害労働者３１名の退職金約１，８００万円の不払い 

 について労働基準法違反として検察庁に書類送検した。 

    

４ 平成 23 年における申告の状況 

  平成 23 年の申告件数は、4月末現在１７２件で前年同期比 58 件減（２５．２％減） 

 で推移していますが、震災翌月である 4月については前年同月比９１％に相当する５１ 

 件に達するなど、１月以降減少傾向にあった件数の急激な鈍化が見られています。 

 

５ 東日本大震災関連の労働相談状況（全体のうち法違反が懸念される事案の分析結果） 

  3 月の相談件数は３５７件で前年同月比１７％増となったが、4月については２５８件 

 で前年同月比１５％減と落ち着きを見せています。この内、震災にかかるものは 3月が 

 ９９件、4月は６３件で、相談内容については休業手当に関するものが３６．７％と最 

 も多く、次いで解雇が２４．９％、賃金が１０．０％などでした。なお、休業手当につ 

 いては前年同月比では、３月が６倍、４月が３倍と急増しました。 

 

６ 申告・相談等への対応について 

 栃木労働局及び管下の労働基準監督署では、いかなる経済情勢下においても法定労働

条件は確保されるべきものであるとの観点から、管内の動向を注視しつつ労働基準関係

法令違反の防止及び是正に努めています。賃金不払や解雇などの申告・相談等につきま

しては、迅速・的確な対応により早期解決を図るとともに、再三の是正指導にもかかわ



 
- 3 - 

らず改善がみられないなど悪質な事業場に対しては、司法処分に付す等により厳正に対

処することとしています。 

 なお、震災の影響等による解雇・雇い止め等の事案の防止については、震災発生直後

より、情報の迅速な把握と雇用の維持・継続に向けた啓発指導の実施に努めるなど、取

組を一層強化しています。 
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